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コ モ ンズの環境社会学

吉沢 　四郎 仲 央大学）

　 1996年 6 月 1 ・2H 、松阪大学で 第 13回環境社会学会春季セ ミ ナ
ー

が 、「森、川、湖一流域の

環境保全」を テ ーマ に 開催さ れ た 。 そ こ で の 論点 の
一

つ は、森、川 、湖 を コ モ ン ズ （commons ）

と して 捉え 、 現代社会 におけ る コ モ ン ズの 在 り方を問 うとい うもの で あ っ た 。 総括討論 を司会 し

た鳥越皓之教授は、環境社会学の 課題は、生 活実践 として 、 森 、 川 、 湖を利用 して い る住民 の 主

張を明 らか に し、そ の 権利 の シ ス テ ム化 とい う政 策課題に取 り組むこ とで ある 、と指摘 され た 。

　産業化、資本主義化は社会生活の 全領域 で 、 私的所有 ・私的管理 と国家所有 ・公 的管理 を強力

にすすめて きた 。 こ うした なかで 地域住民の 「共」的管理 （自治）に よ る地域空問を狭め て きた 。

　私は 「ア ジ ア 地 域 の 環境社会学的研究」（文部省科学研 究費補助 金 （ig93〜95年度〉総 合研究

A ，研 究代表者 飯島伸子 ・東京都立大学教授）の 分担者の 1 人と して 、タ イ の 環境問題 を担当

し、タ イの 環境問題 の
一

つ 「森林破壊 と再生」を取 り上 げ、タ イ北部チ ェ ン マ イ市近郊 の コ ミ ュ

ニ テ ィ ・フ ォ レ ス トの 調査 を行 っ た 。 周知の よ うに タ イの森林は 、1961年に 国土 の 565 ％ を占め

て い たが、商品生産農業の ため の 耕地拡大 、 焼畑 の 拡大 、 商業的森林伐採 の た め 急減 し 、
1991年

に 26．6％ にまで 減少 し、大 きな環境問題 とな っ た 。 政府は保全林区を設定 し、農民の 保全 林区へ

の侵入 を禁止 し 、 森林の 再生 は王室林野局 、 林産公仕な ど国家 機関に よ っ て進 め る政策をとっ

た 。 次に は 企業 に衰退国有保 全林をリースする コ ン セ シ ョ ン を与え 、
ユ

ー
カ リの 植林 を推進 し

た 。 しか し企業の ユ
ーカ リ植林に対 し、土 地を追われ る農民の し烈な反対 にあい 、またユ ーカ リ

植林の 土地をめ ぐっ て 、政治家 と企 業の癒着 の ス キ ャ ン ダ ル も発 生 し、こ の 政策 は頓挫 した。

　そ して ようや く政府は 、こ れ まで 不法侵 入者、森林破壊者 として 敵対 して い た農民 を、森林復

旧の パ
ー

トナ
ー

に位置づ け、コ ミ ュ ニ テ ィ
・フ ォ レ ス トを承認 し、村落住民 の 自主的管理 を認め

た。また農民が農地に郷土樹種を造林する ときの 助成制度を作 り、農民の 造林意欲 を刺激 し、緑

化 を推進 し よ うとして い る 。

　私が 調査 した トウ ン グ ・ヤ オ ー村 は水源林を中心 に 1
，
800 ラ イ （288ha）の コ ミ ュ ニ テ ィ ・フ ォ

レ ス トを 、 管理規約 、 罰則規約 を設 け、住民 の 白主管理 に よ っ て 保全 して い る 。 鬱蒼と した 水源

林からは清流が流れて い た u 地域住民の 生 活実践 の 中か ら生み出 された知恵に よ っ て 、 住民 自ら

が管理 して い る の だ 。

　 もち ろ ん 、産業化の 進展の なか で 、住民の 就業構造 の 変化 とと もに コ ミュ ニ テ ィ
・

フ ォ レ ス

トの 役割も変化するだろ うが 、地域資源 を地域住民が 自主的に管理する 、その 住民参加型の 発展

以外に 環境問題 の解決はな い の で はな い か 。 環境社会学 の
一

つ の 課題は、そ の 筋道 を地 域住民 の

生活実践 の 中か ら明 らか にする こ とで ある。

（よ しざわ ・しろ う　 環境社会学会会長｝
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